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□ □

□ □

棟

（ ）

□ □ □ □ □

敷地境界との最短距離　約 ｍ （ ）

その他（ ）

□ □

）

□ ） □ 無 □ □

ｍ
□ 有 □ 無

）

□ 有

□ 無

□ 有 特定建設資材への付着 □

（ □ 有 □ 無 ） □

□ 無
□ 飛散性 □

□ 非飛散性 □

□ 有 □

□ フロン類使用機器の適正処理の実施

□ 無

造成等の工事 □ 有 □ 無

基礎・基礎ぐいの工事 □ 有 □ 無

上部構造部分・外装の工事 □ 有 □ 無

屋根の工事 □ 有 □ 無

建築設備・内装等の工事 □ 有 □ 無

⑥その他 その他の工事 □ 有 □ 無
( ）

□ □ ① □ ② □ ③ □ ④

□ ⑤ □ ⑥

□ □ ① □ ② □ ③ □ ④

□ ⑤ □ ⑥

□ □ ① □ ② □ ③ □ ④

□ ⑤ □ ⑥

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

コンクリート コンクリート及び鉄からなる建設資材

使用する部分又は発生が見込ま
れる部分（注）

③上部構造部分・外装

④屋根

事前調査結果の諸官庁への報告

事前確認結果の発注者への書面交付・説明

石綿の適正処理の実施

工程

量の見込み

その他（

①造成等

アスファルト・コンクリート
使用する特定建設資材の種類

分別解体等の計画等

②基礎・基礎ぐい

（注）①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

建設発生木材

特定建設資材廃棄物の種類ごと
の量の見込み並びに特定建設資
材が使用される建築物の部分及
び特定建設資材廃棄物の発生が
見込まれる建築物の部分

　　仮設

備考

コンクリート塊廃
棄
物
発
生
見
込
量

10

種類

トン

10

2

トン

トン

木材

建築物に
関する調
査の結果

建築物の状況 築年数

周辺状況 周辺にある施設

年、棟数

その他

2

住宅

幹線道路（国道）沿い、交通量多い

商業施設 学校 病院

工
程
ご
と
の
作
業
内
容 ⑤建築設備・内装等

前面道路の幅員　約 12
通学路

フロン（フロ
ン排出抑制
法）

作業内容

建築物に
関する調
査の結果
及び工事
着手前に
実施する
措置の内

容

作業場所

　未舗装

作業場所

交通整理員 常駐 状況に応じて

その他

　保育園

　道路使用許可を取得

　大型車通行可能

石綿（大気汚染防
止法・労働安全衛
生法石綿則）

特定建設資材への付
着物（修繕・模様替工
事のみ）（石綿以外）

事前調査結果の発注者への書面交付・説明

十分 不十分

その他（

（ウレタン系断熱材、石綿を含ま
　　　　　　　　ない仕上塗材等）

障害物 有（

建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容

その他

他法
令関
係
（修
繕・
模様
替工
事の
み)

敷鉄板設置により工事用通路の確保
搬出経路

（業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器の
うちフロン類が使われているもの）

石綿有
の場合

石綿に関する諸官庁への届出
（吹付け石綿、石綿を含有する断熱材
　　　　　　・保温材・耐火被覆等）

　（石綿を含有する成形板・仕上塗材等)

（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

✔

✔

✔
✔

✔

✔

✔

✔

現場周辺の状況、交通量の多少、周辺民家の状況等を具体的に記載

✔

✔

✔

✔

✔

交通規制の状況などを記載

不十分の場合、具体的

な対策を記載

✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔ ✔

✔

✔
✔

✔
✔

✔✔

能力等で

はなく、機

器の銘板、

シールに

「第一種特

定製品」の

記載があ

るものが該

当する※

※第一種特定製品については、銘板等の他、機器のメーカー（ホームページ）や販売店に問い合わせることで確認することができます。

石綿含有物以外の付着物の有無を記載

事前調査の実施等は法令要件となります。

事前確認の実施等は法令要件となります。

飛散性・非飛散性に関係なく適正処理が必要です。

記載例

✔


